
別記
第 1号株式 (第ll条、第13条、第14条関係)

rケ1

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 《重豆弱> 変 更)

(法人にあっては

工】テイテイコミュニケーションズ株式会社
ネットワーク事業部 統 合ネットワウ部
音F長 荒  本   和  彦

京都府京都市南区上鳥羽石橋町8番 地

条例第 18条第 1項 (第18条第2項、第 18条第3項)の 規定 によ り提出 します

特定事業者の

主たる業種 長距離電気通信業

該当する事業
者要件

影 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に絶算して3000トン以上))

戸

r

計 画 期 間 平成 18 年  4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 NTTコ ミュニケーションズは、グローパルな規模であらゆる客様の利益につながる最高水Vlのサービスを創造 し、捉サヽする全て
の過程において、地球環境保全に積極的に取り細むとともに、環境にやさしい社会の実現に貢献します。 (詳細は,J紙参照)

推 進 体 待1 蚤者」一 |エネルギー管理寅任者」― |エネルギー推進委員会」― |エネルギー管理員」― '入居者」

| |
「環境保護推進室J  (詳 細は別紙参照)

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年度 設備、対象、工程等 計 画 内 容

H18

空調設備
機械室用空調設備のフィルター及び室外機洗浄による冷房効率向上
事務室空調の室内温度設定の道正化 (夏季28℃ 、冬季20℃ )

H19

H20

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 く実績)

(平成 17)年 度
〈二酸化炭素凝第 〈1))

日穏年度 く計回)

(平成 19)年 度
(二酸化炭茉捜第 (t))

削減率

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 4,026 t 31929 t -24 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 Ⅲ1              41026 t Ⅲ2      3,929t -24 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

等 (こ&化 炭素換算 (1

森林の保全及び整備 (4ヒ備前積) 〈吸収住) ↓

府内産の木材の利用 〈利用昼) m・ 〈HJ滅量) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈先電宝) 〈HJ減4) t

〈熱快補■) GJ (1,減五) t

グリーン電力の購入 (ntl入■) (lJ波ユ) t

削減量等合計 t

差引排出量

(捌:出合計―削減争合剖)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

章1        4θ ,`t Ⅲか●ゆ      せ ′ツ? t 2ヽ 4 %

特 記 事 募 当社では、課題別に関連する組織の専門家集団からなるワーキンググループを作り、NTTグルーブ各社の専門家集団で
構成されるNTTグループ地球環境保護推進委員会の課題別委員会とも連携を図り、NTTグルーフ全体としての環境負荷低
減に向けた活動を行っています。 ま た、1999年9月に制定した 「NTTコミュニケーションズグリーン購買ガイ ドライ
ン」に基づき、環境負荷の少ない製品の購買に努めてきましたが、より積極的なグリーン購買体制の構築を目指し、
2006年1月に新たなガイ ドラインを制定しました。

連  絡  先 担 当 部 署

担 当 者 民 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

注 1該 当する日には レ 印を記入してください 牛 定事来材以外で山ユ参加さ呂■る軍来イの方は レ 印の記入は不要です

2「 基対L年度Jと は司西則F,の前年度を 「 日標年度」とは引Fl期間の最終年度をいいます。

3「 事業所守‖Jl医分Jと は 京 都府内の事業所等の事来lF Il」のためのエネルギーの使用に」4ぃ発生するお室効舛ガスを 「輸送1却,ll出に分Jと は

自動1理 送事抹者については使川の本拠の位置を京都市内とするHi両の捌!"1するお室効米ガスを 鉄 道事来者については保右するtt物li而又は旅各十
hlの例を出するllll室効果ガスを 「そのfLJlltえ分Jと は L記 以外の末れrF内における事業PIl年の事業活動にllい発生する出宮効米ガスをいいます(

4「 4j記事項Jに は、平成2年度 〈]990年 度)を 必普とした朝」1量の対比やエネルギー原単位C〈)211!川8 省 エネ製品慨発など他者の油室効果カ
スリ印,いり減へのまは グ リーンbl連の採,1]特定フロンなどの条例指定タトのlll室効米ガスのHJ波などを記入してください


